
福井県公共工事入札監視委員会の開催概要について 

 このことについて、平成27年度福井県公共工事入札監視委員会（第1回）を開催しましたので、その

概要をお知らせします。 

記 

１ 日  時   平成 27年 6月 5日（金） 9:30 ～ 11:30 

２ 場  所   県庁 3階 第 4委員会室 

３ 出席委員   荒井委員、金崎委員、川上委員、清水委員、藤井委員（五十音順） 

４ 議事次第 

 開会 

 議題 

   ・入札および契約に係る制度の運用について 

   ・抽出事案審議 

   ・談合その他の不正行為に関する事項について 

 その他 

 閉会 

５ 会議概要 

 入札および契約に係る制度の運用について（平成27年 1月 1日～平成27年 3月 31日） 

   ・契約件数、落札率の状況について説明 

 ・指名停止の運用状況について説明 

 ・総合評価落札方式の実施状況について説明 

Ｑ Ｎｏ.４の指名停止について、債務不履行により工事契約を解除された業者は、どのような状態

だったのか。 

Ａ 施工能力以上の工事を受注したとみられ、工事に必要な作業員などを配置できずに履行できな

かったと考えられる。 

Ｑ 建設業者数が減っていると聞いているが、土木事務所管内別の建設業者数について、過去１０

年程度の状況を教えてほしい。 

Ａ 次回の委員会で報告する。 

 抽出事案審議（事前に荒井委員が抽出）  

ア 福井運動公園整備事業補競技その３工事 

Ｑ １者入札だったことについて、どのような理由が考えられるか。 

Ａ 応札可能な業者は県内に営業所がある３者を含めて１３者あることを確認しているが、特殊な

舗装工事の施工実績や、建設機械の保有、オペレータの配置を入札参加資格要件としたことから、

業者の手控えがあったと考えられる。 

Ｑ １者入札の場合は、その理由を検証すべきではないか。 

Ａ 嶺南地域で災害復旧工事が増加したことなどから応札業者数が減少していることや、特殊な工

事案件であったことなどが理由と考えている。また、建設機械を保有し、オペレータの配置を求



めることは、委員の皆様にご議論いただいた自社施工できる建設業者を確保するという入札契約

制度改正の趣旨に沿ったものと考えている。 

イ 平成２６年度経営体育成基盤整備事業（土地総）堀兼地区第１１号工事 

Ｑ 平成２７年３月６日に行った入札公告において、工期を平成２７年３月３１日までとしながら、

「繰越予算に関する承認が得られた場合は平成２８年３月２５日に工期変更する。」としている

のはなぜか。 

Ａ 工期を翌年度までの期間とするために、予算の繰越について県議会の承認が必要なためである。 

Ｑ 総合評価落札方式の地域精通度の評価点について、すべての応札者に同じ評価点を加点する場

合であっても加点するのか。 

Ａ 評価点の満点の点数は共通としており、工事ごとに評価項目が変動すると評価点１点当たりの

価値が変わってしまうため、全員に加点がある場合であっても加点評価することとしている。 

  なお、地域防災力維持型は昨年６月から試行しており、評価項目などについて、実施状況を分

析した上で、見直しが必要か検討したい。 

ウ 漁港施設機能強化事業26-1工事 

Ｑ 応札可能な業者数は、どのくらい見込んだのか。 

Ａ １０者である。 

Ｑ 総合評価落札方式はいつから行っているのか。 

Ａ 平成１７年に公共工事品質確保法が施行され、全国で総合評価落札方式が採用された。 

  本県では、平成１８年度から試行、平成２０年度から導入している。 

エ 臨時ヘリポート舗装工事（はまかぜ交流センター） 

Ｑ 応札可能な業者数は、どのくらい見込んだのか。 

Ａ 小浜土木・敦賀土木管内の１４者と、正確な数は把握していないが、同管内にプラント工場を

有する県内に営業所を有する業者である。 

Ｑ 応札した３者のうち、２者はなぜ失格となったのか。 

Ａ 最低制限価格を下回ったためである。 

オ 交通信号灯器ＬＥＤ化第6回工事 

Ｑ 応札可能な業者数は、どのくらい見込んだのか。 

  Ａ １６者である。 

  Ｑ かし担保期間中の障害発生については、請負業者が無償で対応するのか。 

  Ａ そのとおりである。ただし、不可抗力による場合は除かれる。 

 談合その他の不正行為に関する事項について 

   「該当なし」と報告 

  Ｑ 先日新聞報道のあった談合情報については、次回の委員会で報告される案件だが、現在の状況

はどうか。 

  Ａ 現在精査中であり、次回の委員会で詳細について結果報告するが、これまで工事費内訳書の点

検、事情聴取の実施、談合を行っていない旨の誓約書の徴収を行ったこと、および開札した結果

から、談合の事実があったとは認められなかった。 

    今後、入札参加資格要件を満たしているかについて確認を行う予定である。



 その他 

   特になし 


